
 

第 54 期（第８回）高知地方最低賃金審議会 

 
日時 令和６年６月 27 日 

場所 高 知 労 働 局 

                            

議  事  次  第 

１ 開 会 

２ 議 事 

(１) 「高知県最低賃金」改正決定について（諮問） 

(２) その他 

３ 閉 会 

 

資          料                             

１ 第 54 期高知地方最低賃金審議会委員名簿  

 ２ 高知地方最低賃金審議会事務局名簿 

 ３ 高知地方最低賃金審議会運営規程 

 ４ 高知県最低賃金の改正決定に係る審議の流れ 

５ 「高知県最低賃金」改正決定に関する公示関係 

６ 令和５年度審議会・専門部会・運営小委員会等の審議状況 

７ 令和５年度第２回運営小委員会合意事項 

８ 高知県労連「要請書」 

 ９ 全労連四国地区協議会「要請書」 

10 JAL 不当解雇撤回・最賃 1500 円実現四国キャラバン実行委員会「最低賃金い 

つでもどこでも 1500 円の実現を求める要請」「JAL 不当解雇撤回に関する要 

請」について 

11 「最低賃金法の改正と中小企業支援策の拡充を求める意見書」について(市町 

村) 
 12 最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業実施状況の 

推移について 

 



（令和５年４月１日任命）

氏 名 　 現 職

 高知工科大学経済・マネジメント学群教授

 高知県立大学文化学部教授

 弁護士

 弁護士

社会保険労務士

 日本労働組合総連合会高知県連合会事務局長

 凸版印刷労働組合エレ関東支部副支部長

 とさでん交通労働組合執行委員長

 

 高知福山通運労働組合執行委員長

 日本労働組合総連合会高知県連合会副事務局長

 高知県経営者協会専務理事(令和５年６月28日任命)

株式会社ミロクテクノウッド代表取締役社長

 グッドラックカンパニー株式会社代表取締役社長

和建設株式会社代表取締役社長

 宮地電機株式会社代表取締役社長

（五十音順）
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令和６年度 

高知地方最低賃金審議会事務局名簿 

 

 

高知労働局     令和６年４月１日 

職 名 氏  名 

労 働 局 長 菊池
き く ち

 宏二
こ う じ

 

労働基準部長 三上
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賃 金 室 長 前田
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賃金室長補佐 中山
なかやま

 雅
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事務局 

〒781-9548 

高知市南金田１番３９号 

高知労働局労働基準部賃金室 

電話番号 088-885-6024（直通） 

 

 

 



 
 

高知地方最低賃金審議会運営規程 
 

（目的） 

第１条 

 

高知地方最低賃金審議会（以下「審議会」という。）の議事運営は、最低賃金

法（昭和３４年法律第１３７号）及び最低賃金審議会令（昭和３４年政令第１６３号）

に定めるもののほか、この規程の定めるところによる。 

 

（会議の招集） 

第２条 審議会の会議(以下「会議」という。)は、会長が必要と認めたときのほか、高知

労働局長(以下「局長」という。)、５人以上の委員又は労働者代表委員、使用者

代表委員及び公益代表委員各１人以上を含む３人以上の委員から開催の請求

があったとき、会長が招集する。 

   ２ 前項の規定により局長又は委員が会議の開催を請求しようとする場合には、付

議事項及び希望期日を、少なくとも当該期日の１週間前までに、会長に通知しな

ければならない。 

   ３ 会長は、会議を招集しようとするときは、緊急やむを得ない場合のほか、

少なくとも３日前までに、付議事項、日時及び場所を委員に通知すると

ともに、局長に通知するものとする。 

 

（小委員会） 

第３条 会長は、審議会の議決により特定の議案について事実の調査をし、又は細目

にわたる審議を行うため、委員を指名して小委員会を設けることができる。 

 

（委員の出席等） 

第４条 委員は、会長が必要であると認めるときは、ウェブ会議システム(映像と音声の

送受信により、相手の状態を相互に認識しながら通話することができるシステムを

いう。次項においても同じ。)を利用する方法によって、会議に出席することができ

る。 

  ２ ウェブ会議システムを利用する方法による会議の出席は、最低賃金審議会令

第５条第２項及び第３項に規定する会議への出席に含めるものとする。 

  ３ 委員は、病気その他の事由によって会議に出席できないときは、その旨を会長

に適当な方法で速報するものとする。 

   ４ 委員は、旅行その他の事由によって長期不在となるときは、あらかじめ会長に

適当な方法で通知するものとする。 

 

（会議の議事） 

第５条 会長は、会議の議長となり、議事を整理する。 

   ２ 委員は、会議において発言しようとするときは、会長の許可を受けるものとす

る。 

   ３ 審議会は、会長が必要であると認めるときは、委員でない者の説明又は意見を

聴くことができる。 

 

（会議の公開） 

第６条 会議は、原則として公開とする。 



 
ただし、公開することにより、個人情報の保護に支障を及ぼすおそれがある

場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は

率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある

場合には、審議会の議決により、会議を非公開とすることができる。 

   ２ 会長は、会議における秩序の維持のため、傍聴人の退場を命ずるなど必要な

措置をとることができる。 

   ３  前項２項の規定は、小委員会等について準用する。 

 

（議事録及び議事要旨） 

第７条 会議の議事については、議事録を作成し、議事録は、会長及び会長が指名し

た委員２名が確認する。 

   ２ 議事録及び会議の資料は、原則として公開とする。 

ただし、公開することにより、個人の情報の保護に支障を及ぼすおそれがある

場合、個人若しくは団体の権利利益が不当に侵害されるおそれがある場合又は

率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれがある

場合には、会長は、議事録の一部又は全部を非公開とすることができる。  

   ３ 議事録を非公開とする場合には、議事要旨を作成し公開するものとする。 

   ４ 前３項の規定は、小委員会について準用する。 

 

（意見の提出） 

第８条 会長は、審議会において、議決を行ったときは、議決書又は答申書を局長に

提出するものとする。 

 

（規程の改廃） 

第９条 この規程の改廃は、審議会の議決に基づいて行う。 

 

 

 附則 

（施行期日） 

  この規程は、平成 27 年５月 22 日から施行する。 

 一部修正 令和３年６月 25 日 

 一部修正 令和４年６月 28 日 

 



 

局長が行う事項

諮 問

決定の公示

専門部会委員推薦公示

審議会が行う事項
労働者又は使用者が

行う事項

異議の申立

審議会の意見

答　申

推薦書提出

決 定

意見書提出の公示

効力発生

関係労使の意見聴取

答 申 要 旨 公 示

意見書提出

高知県最低賃金の改正決定に係る審議の流れ

調査審議 関係労使の意見聴取

中賃の「目安」伝達 任　　命



                                   

                   

  

 
 

 
 
 
 

「高知県最低賃金」改正決定に関する公示関係 

 

 

公 示 件 名 期    限 

専門部会委員の推薦に関する公示 令和６年７月１２日 

関係労使の意見聴取に関する公示 令和６年７月１２日 

 

 

 

 

 

 

 



開催年月日 議　　　　事

R5.5.25 本審議会 第1回
・会長会長代理の選出について
・今後の審議会の運営について

R5.5.25
本審議会
（運営小委員会）

第1回

・高知県最低賃金改正決定の審議運営及び中央最低賃金審議会の目
安の取扱いについて
・特定最低賃金[電子・貨物]の審議運営について
・事業場視察について
・高知県最低賃金改正調査審議における意見陳述について

R5.7.3 本審議会 第2回 ・「高知県最低賃金」改正決定について（諮問）

R5.8.1 委員全員協議会 第1回 ・高知県最低賃金改正審議に関する意見聴取

R5.8.1 本審議会 第3回
・令和5年度地域別最低賃金額改定の目安について
・特定(産業別)最低賃金の金額改正に係る必要性について

R5.8.1 地域最賃専門部会 第1回 ・部会長及び部会長代理の選出について

R5.8.2 地域最賃専門部会 第2回 ・高知県最低賃金の改定審議

R5.8.4 地域最賃専門部会 第3回 ・高知県最低賃金の改定審議

R5.8.8 地域最賃専門部会 第4回 ・高知県最低賃金の改定審議

R5.8.9 地域最賃専門部会 第5回 ・高知県最低賃金の改定審議

R5.8.10 地域最賃専門部会 第6回 ・高知県最低賃金の改定審議

R5.8.14 地域最賃専門部会 第7回 ・高知県最低賃金の改定審議

R5.8.14 本審議会 第4回 ・高知県最低賃金の改正決定について

R5.8.30 本審議会 第5回
・高知県最低賃金審議会の意見に関する異議申出について
・高知県最低賃金専門部会の廃止について

R5.10.2 電子特別小委員会 第1回

・座長の選出について
・高知県電子部品・デバイス・電子回路、電子応用装置、映像・音響機械
器具製造業最低賃金「改正決定」審議に関する意見聴取
・改正決定の必要性について

R5.10.13 本審議会 第6回
・高知県電子部品・デバイス・電子回路、電子応用装置、映像・音響機械
器具製造業最低賃金改正決定の必要性に関する特別小委員会報告等
について

R6.3.15 本審議会 第7回 ・特定最低賃金の金額改正の申出に係る意向確認について

R6.3.15
本審議会
（運営小委員会）

第2回

・高知県最低賃金改正決定の審議運営及び中央最低賃金審議会の目
安の取扱いについて
・特定最低賃金の審議運営について
・事業場視察について
・高知県最低賃金改正調査審議における意見陳述について

　　　　　　　　　令和５年度　高知地方最低賃金審議会　審議状況　　　　　     　　　

会　議　名　称



5/25　①本審 5/25 ①小委員会 　

7/3 7/3 7/3 ・ ・

（7/18締切） （7/18締切）

・

7/18 県労連 7/6 連合 7/3　②本審

7/11 経協 ・ ・

8/1 県労連 ・

7/19 任命

8/1 目安伝達

8/1　①全員協議会 8/1 ①専門部会

・ ・

8/1　③本審 8/2  ②専門部会

・ ・ 改定審議

8/14（結審）

・ 特定(産業別)最低賃金の
金額改正に係る必要性に
ついて

8/14　④本審

・

8/30　⑤本審

 8/14(8/29締切） ・

県労連から 8/28提出 ・

8/30 ・

平成20年度:６回

8/30 平成21年度:６回

平成22年度:５回

平成23年度:５回

平成24年度:５回

平成25年度:５回

10/13　⑥本審 平成26年度:４回

9/8[官報公示] ・ 平成27年度:４回

平成28年度:４回

平成29年度:４回

3/15 ②小委員会 平成30年度:４回

10/8 ・ 令和元年度:４回

令和２年度:５回

令和３年度:６回

令和４年度:６回

・ 令和５年度:７回

 3/15　⑦本審 ・

・

・

　

特定最低賃金〔電
子・貨物〕の審議運
営について

事業場視察につい
て

高知県最賃改正
調査審議における
意見陳述について

8/4  ③専門部会
改定審議
8/8  ④専門部会
改定審議

・

・

・

・

・

高知県最賃改定の
審議運営及び中
賃審議会の目安の
取り扱いについて

8/14 ⑦専門部会
改定審議

専門部会開催回数の推
移

特定最低賃金の金額改正
の申出に係る意向確認につ
いて

局長が行う
事　　項

審議会が
行う事項

労働者又は
使用者が
行う事項

関係労使の
意見聴取

決定

決定の公示
高知県電子部品等製造業
最低賃金の改正決定の必
要性に関する特別小委員
会報告等について

効力発生

異　議
の申立 高知県最低賃金専門部会

の廃止について

審議会
の意見

調査審議

令和5年度地域別最低賃金
額改定の目安について

答 申

8/9　⑤専門部会
改定審議高知県最低賃金の改正決

定について 8/10 ⑥専門部会
改定審議

答申要旨公示
高知県最低賃金審議会の
意見に関する異議申出に
ついて

中賃の目安
答申7/28

高知県最低賃金改正審議
に関する意見聴取

部会長及び部会長代理
の選出について

「高知県最低賃金」改正決
定について（諮問）

事業場視察につい
て

任　　命
高知県最賃改正
調査審議における
意見陳述について

今後の審議会運営につい
て

高知県最賃改定の
審議運営及び中
賃審議会の目安の
取り扱いについて

意見書提出 推薦書提出
特定最低賃金〔電
子・貨物〕の審議運
営について

令和５年度地域別最低賃金決定に係る審議会の運営状況等

審議会
運営小
委員会

公益委員
会議

地　　域
専門部会

諮問
意見書提出
の公示

専門部会委
員推薦公示



6/30

3/16 ⑭本審

（電子） 8/1　③本審 7/14 ・

8/1　③本審

10/2　特別小委員会 ・

10/2　①特別小委員会
　（電子部品製造業）

10/13 ⑥本審（改正の必要性有りに至らず）
・
・

・

座長の選出について
高知県電子部品等製造業最
低賃金の改正決定審議に関
する意見聴取
改正決定の必要性について

10/13 ⑥本審

・

　　

　 　

　 　

 

高知県電子部品等製造業
最低賃金の改正決定の必要性に関
する特別小委員会報告等について

必要性答申

令和５年度特定（産業別）最低賃金決定に係る審議会の運営状況等

必要性諮問
改定の申出

電子(電機連合高知地域
協議会より)

貨物(全日本運輸産業労
働組合連合会高知県協
議会より）

必要性審議
関係労使の
意見聴取

特別小委員会審　議　会

適用事業所数及び適用労働者数
（電子・貨物）について

高知県電子部品等製造業最低賃金
の金額改正に係る必要性について



第 54 期第２回 運営小委員会合意事項 

令和６年３月 15日開催 

 

【合意事項】 

１ 高知地方最低賃金改正決定の審議運営及び中賃の目安の取扱いについて 

⑴ 令和６年度は、労使の基本的主張及び公益委員見解を行う専門部会を公開することとし、 

非公開とした専門部会については、議事録の公開をすることとされた。 

また、今後の公開については、来年度の審議会においても継続審議することとされた。 

⑵ 中賃目安は、従前どおり最も重要な審議資料の一つとして取り扱うこととされた。 

⑶ 地域別最低賃金に係る専門部会における最低賃金審議会令第６条第５項の適用については、 

全会一致の場合に限ることとし、全会一致でない場合には、本審で議決することとされた。 

⑷ 効力発生日が 10 月１日となる８月５日(月)に結審することを目指しつつ、可能な限り労使 

が合意できるよう、十分な審議を優先することとされた。 

２ 特定最低賃金の審議運営について 

⑴ 特定最低賃金の改正決定の必要性の有無について、特別小委員会を設置して審議すること 

とされた。 

⑵ 特定最低賃金の特別小委員会は、本審委員の各側３名で組織することとされた。 

⑶ 特定最低賃金の申出要件を満たせば、特別小委員会に労使の業界関係者をオブザーバーと 

して招聘することとし、オブザーバーの招聘手続等は特別小委員会に委ねることとされた。 

⑷ 特定最低賃金については、要件を満たして「必要性あり」となった場合には、現行の発効 

日に留意しながら金額審議を行うこととされた。  

⑸ 特定最低賃金に係る専門部会における最低賃金審議会令第６条５項の適用については、全 

会一致の場合に限ることとし、全会一致でない場合には、本審で議決することとされた。 

３ 事業場実地視察について 

来年度の事業場実地視察は、２事業場の範囲内で事務局において選定し、審議会や事業    

場の意向確認を行った上で決定することとされた。 

４ 高知県最低賃金改正調査審議における意見陳述について 

地域別最低賃金改正審議に関して意見陳述の要請があれば、本審委員による全員協議会の   

場で、時間を 30 分間以内、陳述人２名以内の制限を設けた上で、内容も地域別最低賃金改正 

審議の参考となるものに限定して聴くこととした。また、異議申出後の意見陳述の要請につ 

いては、異議審議の際に時間を 10分間以内、陳述人１名の制限を設けた上で、内容も地域別 

最低賃金改正にかかる異議に限定して聴くこととした。 

























　（高知県働き方改革推進支援センター）

年　度

相談件数

※働き方改革に関連した相談件数の総数(電話、メール、来所による)。()内はそのうちの助成金関連の件数。

年　度

申請 交付 申請 交付 申請 交付 申請 交付 申請 交付決定 申請 交付決定

件数 5 5 2 1 12 10 18 14 43 37 239 196

交付金額 3,591,000 478,000 13,984,000 8,605,000 31,168,000
(交付決定金額)

214,917,000
(交付決定金額)

２　業務改善助成金の申請受付及び交付件数

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

439(113) 

最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援事業実施状況

１　専門家派遣・相談等支援事業　

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

104 310 406 421

令和５年度

386(129) 


